














The Present State of Child and Family Welfare Policy in the Osaka-Kobe Area


















　　　Previously we described the relation between child abuse prevention networks and 
counseling organizations in Ashiya City and Amagasaki City, defining the role of the city as 
that of a platform, and discussed the expectation that network formation would be centralized. 
Now we have conducted a survey of residents of Ashiya City who are raising children, to examine 
awareness of child abuse and attitudes toward a sense of burden in parenting.  In order for 
regional networks promoted by cities such as associations for children in care to be organically 
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activated, the residents’ awareness of child abuse will have to be increased.  However, the results 
of our survey showed child-raising and dealing with anxieties about it are handled in the family 
or individually, and almost no one among those who commit child abuse or are liable to use the 
consultation services in the child abuse prevention network.  In conclusion, we found that it is 
necessary to examine means of support that can simply release parenting stress that occurs in the 
course of life.
はじめに
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　芦屋市を中心に阪神間に住む子どもを養育する 33 人に郵送によるアンケート調査を行った。















談室の相談処理件数（延べ件数）は平成 15 年度で 670 件，16 年度で 680 件，児童福祉法改正があった
翌年の 17 年度で 768 件，18 年度で 730 件であった。平成 18 年度の 730 件を個人換算すると 153 人の
方が相談をしている。そのうち，虐待を含む要保護性のある相談については平成 13 年 26 人，14 年 31 人，



























　アンケート 33 人のうち，29 人は芦屋市在住であり，１人は西宮市，３人は伊丹市である。






　年齢は 25 ～ 29 歳が 5 人（15.2％），30 ～ 34 歳が 9 人（27.3％），35 ～ 39 歳が 7 人（21.2％），40 ～
49 歳が 4 人（12.1％），50 ～ 59 歳が 3 人（9.1％）60 歳以上が 5 人（15.2％）であった。また，母親
20 人のうち，17 人が専業主婦であった。専業主婦が多いのは地域の特性と考えることもできるが，年








は 11 人（33.3％），「知らない」と答えたのは 22 人（66.7％）であった。また，『一般住民も虐待を発
見した場合の通告義務があることについて知っているか』との問いに，「知っている」と答えたのは 18






















の相談件数は 4277 件，うち，養護相談は 592 件であった。平成 18 年時点の芦屋市への相談件数は 158
件である。そう内，要保護性のある児童相談は 59 件である。59 件のうち新規の相談が 41 件であった。
アンケート項目の設問では，芦屋市で年間通告される児童虐待件数は何件であるかを問うた。10 件以
下が 6 人（18.2％），30 件が 15 人（45.5％）50 件が 3 人（9.1 人），80 件が 4 人（12.1 人），100 件が 1
人（3.0％）150 件以上が 3 人（9.1％）であった。芦屋市の子どもに関する相談件数は地域特性から低
く感じていることを感じた。また，児童相談所に通報があったにもかかわらず，平成 20 年 10 月に伊丹
市で起きた五歳の女児が暴行により死亡した事件について知っているかどうかを問うた。この事件は，
2005 年 3 月に一度は児童養護施設で保護され，今年 2 月に家庭に戻ったばかりであった。しかし，「下
唇の真ん中部分が割れている」など虐待を疑う通報が数回あったが，「虐待はなかった」と結論付けた
事件であった。この事件について，「知っている」と答えたのは 9 人（27.3％），「話を聞いたことがある」
10 人（30.3 人），「知らない」14 人（42.4％）であった。さらに，『あなたの身近で虐待と感じた（聞いた）
ことがありますか』については「はい」8 人（24.2％），「いいえ」25 人（74.8％）であった。また，『虐
待を発見したらどうするか』（複数回答可）については図 1 のとおりとなり，「周囲の人に相談する」と
した方が多く，「通報（通告）する」と回答した方は 13 人（39.4％）であることがわかった。 
 




１. 知らない ２. 聞いたことはある ３. 連絡先を知っている 合計
民生委員を知っているか 4 24 5 33
% 12.1 72.7 15.2 100.0
福祉推進委員を知っているか 20 6 7 33
% 60.6 18.2 21.2 100.0
主任児童委員を知っているか 23 7 3 33
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1. 0 ～ 3 か月
2. 4 ～ 6 か月
3. 7 ～ 11 か月
4. 1 歳～ 1 歳 5 か月
5. 1歳６か月～ 1 歳 11 か月
6.  2 歳
6.  3 歳
8.  4 歳
9.  5 歳
10.  小学生以上
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　その結果，子どもに対し，叩き続ける，存在を否定するような言葉という項目が多く，子育てのスト
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ことが「ある」人が 10.2 パーセント，「わからない」 と答えた人を含めると 21.3 パーセント。また実際





















いて（平成 20 年 3 月 14 日雇児総発第 0314001 号），
　　http://www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/dv.html
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